
  　 　 　 　 　 　 　 　

1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（諸収入）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

0 概算事業費（B（A）+C） 3,298 4,439 6,259 6,260

826 826 826 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度

H26

概　算

人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

826

2,472 3,613

0 0 0 0 0

15
研修会参加

者数

90人 90人

14

5,419 5,419

4,230

目標 成果 達成状況

派遣件数 延30件 延30件

項目

H25末

（見込）

Aの

財源

4,230 4,237

当初予算 4,230 4,237 5,433

26要求26要求26要求26要求 26予算案26予算案26予算案26予算案 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

5,434

合計（A) 4,237 5,433 5,434 0

相談件数 80件 80件

H27

目標

補正予算

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

就労環境改善研修事業 直接 勤務管理者に対する研修会の実施（１回） 824 824

（要求）

目指す姿

現状

○ 医療スタッフの確保が困難な中、国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、医療従事者が健康で安心して働け

る環境を整備し、「雇用の質」を高めていくことが必要である。こうしたなか、平成24年度には「医療分野の『雇用の質』の向上のための

取組について」の通知が厚生労働省から発出されるなど勤務環境改善の必要性が高い。

県が関与

する理由

多様な勤務形態に対応するため、勤務環境改善の相談窓口を設置し、医療機関等へアドバイザーを派遣して、看護職員の働きやす

い就労環境を整える。

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

・看護師等の人材確保の促進に関する法律　　・医療分野の『雇用の質』の向上にための取組

について（厚生労働省通知）　・看護職員確保対策事業等実施要綱（国）　他

３　医療従事者の養成・確保 実施期間 H２３ ～

検討中県民との協働による実施：

事業番号 04 03 40 事業改善シート （26年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 看護職員の就労環境改善事業看護職員の就労環境改善事業看護職員の就労環境改善事業看護職員の就労環境改善事業
担

当

課

部局 健康福祉部

課・室 医療推進課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail iryo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

6-1　健康で長生きできる地域づくり

（指摘事項等） （対応）

○勤務に関する相談件数８０件

○アドバイザー派遣件数　延べ３０件

○研修会参加者数　９０人

5,433 5,434 0

（予算案）

総合相談窓口設置事業 直接 勤務に関する相談に対応する窓口の設置

合計

H25 H26

アドバイザー派遣事業 直接 医療機関へのアドバイザーの派遣 684 684

（当初）

3,925 3,926


